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＜表紙のマークについて＞ 

       このマークは、本推進会議の検討テーマであったＧ空間×ＩＣＴに関連し、

①Ｇ空間とＩＣＴの融合②準天頂衛星の８の字軌道③地球と準天頂衛星④

無限大（∞）の可能性を表現しています。 

 

 

＜Ｇ空間とは＞ 

 「Ｇ空間（情報）」とは、ナノテクノロジー、バイオテクノロジーと並び将来が期待され

る三大重要科学技術分野の一つとされている「地理空間情報技術」（＝Geotechnology）の

頭文字のＧを用いた、「地理空間（情報）」の愛称です。 

 

 
 



  
はじめに 

 

経済活動、市民生活、自然現象等の多くは、どこで起きたか、又はどこで起

きているか、という位置や場所に関連づけられている。位置に関連づけられた

情報は、地理空間情報、すなわち、「Ｇ空間情報」1である。我々の身の周りには、

多くのＧ空間情報が存在している。例えば、ある場所の雨量計の情報も、ある

交差点の自動車のワイパーの回転速度の情報も、ある軒先で雨宿りしている人

のつぶやきの情報も、いずれもＧ空間情報である。 

 

Ｇ空間情報は、これまでも大量に生成されていたが、その多くは利用される

ことなく消失又は死蔵され、十分に利用されてこなかった2。しかしながら、昨

今のＩＣＴの急速な進展により、Ｇ空間情報の入手、処理、分析による高度な

利活用が可能になってきている。これまで取り扱うことが不可能であった、又

は利用されていなかった大量のＧ空間情報が、ＩＣＴの力によって、高度に利

活用され、価値を生むものになっている。 

 

また、国際学術雑誌Natureによれば、米国労働省は、イノベーションを興し

多くの雇用機会を増やす重大３分野として、ナノテクノロジー、バイオテクノ

ロジー、地理空間情報技術（Geotechnology）の３つをあげており、Ｇ空間情報

を利活用する技術の重要性を裏付けている。ＩＣＴも、あらゆる領域に活用さ

れるツールとして、イノベーションを誘発する力を有しており、成長力の基盤

となる生産性の向上に資することはもちろん、労働投入の量的拡大も期待でき、

経済再生にも大きく貢献するものである3。 

 

Ｇ空間とＩＣＴは、単独でも、経済再生やイノベーション創出、雇用創出等

に寄与できるが、Ｇ空間とＩＣＴが緊密に連携すること、すなわち、「Ｇ空間×

ＩＣＴ」によって、新たな価値を生み出すとともに、一層、我が国の経済再興

を加速すること等が期待される。 

 

Ｇ空間×ＩＣＴ推進会議は、このような「Ｇ空間×ＩＣＴ」の重要性の認識

の下に設置され、計５回開催された。また、「新産業・新サービスに関するアド

ホック会合」及び「防災・地域活性化に関するアドホック会合」を設置し、そ

れぞれ３回を開催し議論した。さらに、３月には、「Ｇ空間×ＩＣＴ」に係る活

用方策等について広く意見募集を実施した。 

 

本報告書は、これらの検討を踏まえ、「Ｇ空間×ＩＣＴ」によって、我が国が

目指すべき社会の姿を明らかにするとともに、その実現に向けて取り組むべき

「Ｇ空間×ＩＣＴ」に関するプロジェクトを提言するものである。  

1 「Ｇ空間情報」と同義で用いられることの多い「地理空間情報」については、「地理空間情報活用推進
基本法」（平成１９年法律第６３号）第２条第１項において、「この法律において「地理空間情報」とは、
第一号の情報又は同号及び第二号の情報からなる情報をいう。 

一  空間上の特定の地点又は区域の位置を示す情報（当該情報に係る時点に関する情報を含む。以下「位
置情報」という。）  

二  前号の情報に関連付けられた情報」 
と定義されている。 
2 一例として、「最新ＩＣＴトレンドの導入状況・意向と課題に関するアンケート」（２０１３年５月、株
式会社野村総合研究所）によると、企業における衛星測位システム（ＧＰＳ）の利用について、７７．３％
の企業がどの部門でも利用していないと回答。 
3 「「世界最先端ＩＴ国家創造」宣言～第二次安倍内閣の新たなＩＴ戦略～」「Ⅰ．基本理念」「１．閉塞
を打破し、再生する日本へ」（Ｐ１） 
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第１章 検討の背景 

 

Ｇ空間については、平成１９年（２００７年）に施行された地理空間情報活

用推進基本法（平成１９年法律第６３号。以下「基本法」という。）に象徴され

るように準天頂衛星システムによる高精度な測位環境の実現に向けた取組や地

理情報システム（ＧＩＳ）の高度利用の進展等、大きな前進が見られる。また、

ＩＣＴ分野においても、センサーや測位デバイスの普及等、Ｇ空間情報の生成

や利活用等に係る環境が向上している。このようなＧ空間とＩＣＴの進展の下、

Ｇ空間情報をＩＣＴにより高度に利活用すること（Ｇ空間×ＩＣＴ）によって、

新たな付加価値を創造し、我が国の諸課題を解決することが期待されている。 

 

第１章においては、本推進会議における検討に資するため、付加価値を創造

することが期待されているＧ空間とＩＣＴの動向を概観する。 

 

○図表１－１ なぜ「Ｇ空間×ＩＣＴ」か 
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１ Ｇ空間に関する動向 

 

（１）地理空間情報活用推進基本法等の策定 

 

平成１９年（２００７年）５月、地理空間情報活用推進基本法が成立

し、同年８月に施行された。 

 

基本法の目的は、第１条において「この法律は、現在及び将来の国民

が安心して豊かな生活を営むことができる経済社会を実現する上で地理

空間情報を高度に活用することを推進することが極めて重要であること

にかんがみ、地理空間情報の活用の推進に関する施策に関し、基本理念

を定め、並びに国及び地方公共団体の責務等を明らかにするとともに、

地理空間情報の活用の推進に関する施策の基本となる事項を定めること

により、地理空間情報の活用の推進に関する施策を総合的かつ計画的に

推進すること」とされており、地理空間情報、すなわちＧ空間情報の高

度な活用の推進を目的とすることが法律において規定されている。 

 

また、基本法は、地理空間情報の活用の推進に関する施策の総合的か

つ計画的な推進を図るため、地理空間情報活用推進基本計画（以下「基

本計画」という。）を策定しなければならないこととしている（第９条）。

これを受け、平成２０年（２００８年）４月には第一期の基本計画が、

平成２４年（２０１２年）３月には第二期の基本計画が閣議決定された。 

 

○図表１－２ 地理空間情報活用推進基本法等 
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第一期の基本計画においては、「情報化の進展と社会のニーズを踏ま

え、誰もがいつでもどこでも必要な地理空間情報を使ったり、高度な分

析に基づく的確な情報を入手し行動できる地理空間情報高度活用社会の

実現を目指す」4こととしている、また、第二期の基本計画においては、

「前基本計画の成果の上に、その後の地理空間情報を巡る技術の進歩や

新しいアイデアを踏まえ、経済社会の様々な変化にも対応して、更に進

んだＧ空間社会の実現を図る」5としている。 

 

基本計画に掲げられる、誰もがいつでもどこでも必要なＧ空間情報を

使ったり、Ｇ空間情報の高度な分析を行い、それに基づく情報を入手し、

行動するためには、ＩＣＴが不可欠であり、Ｇ空間情報とＩＣＴの連携

が求められている。 

 

（２）準天頂衛星システム等衛星測位システムの動向 

 

衛星測位システムについては、米国のＧＰＳ以外にも、ロシアの「Ｇ

ＬＯＮＡＳＳ」、ＥＵの「Ｇａｌｉｌｅｏ」、中国の「北斗（ＢＤＳ）」イ

ンドの「ＩＲＮＳＳ」等があり、各国が独自の衛星測位システムの計画

を進めている。 

 

我が国も、産業の国際競争力強化、産業・生活・行政の高度化・効率

化、アジア太平洋地域への貢献と我が国プレゼンスの向上、日米協力の

強化及び災害対応能力の向上等広義の安全保障に資するため、準天頂衛

星システムの整備を進めている6。 

  

4 第一期の地理空間情報活用推進基本計画「第Ⅰ部 地理空間情報の活用の推進に関する施策についての

基本的な方針」「２．目指すべき姿－「地理空間情報高度活用社会」の実現－」 
5 第二期の地理空間情報活用推進基本計画「第Ⅰ部 地理空間情報の活用の推進に関する施策についての

基本的な方針」「１．Ｇ空間社会の実現により目指すべき姿」 
6 「実用準天頂衛星システム事業の推進の基本的な考え方」（平成２３年９月３０日 閣議決定） 
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○図表１－３ 諸外国の衛星測位に関する取組 

 
 

 
 

 

準天頂衛星システムについては、平成２２年（２０１０年）９月から、

準天頂衛星初号機「みちびき」が打ち上げられた。２号機以降の整備に

ついては、「実用準天頂衛星システム事業の推進の基本的な考え方」（平

成２３年９月３０日閣議決定）において、「２０１０年代後半を目途に、

まずは４機体制を整備することとする。将来的には、持続測位が可能と

なる７機体制を目指すこととする」7とされ、「宇宙基本計画」（平成25年1

月25日宇宙開発戦略本部決定）においても、「宇宙利用拡大と自律性確保

を実現する４つの社会インフラ」の１つに位置付けられている。 

 

平成２５年（２０１３年）３月、内閣府は、準天頂衛星システムの新

規の衛星３機の開発・整備を行う「準天頂衛星システムの衛星開発等事

業」の受託者及びその運用等を行う「準天頂衛星システムの運用等事業」

の民間事業者を決定8した。平成３０年（２０１８年）の４機体制による

サービス開始に向けた準備が進められている。 

 

また、我が国独自の準天頂衛星システムは、ＧＰＳの補完機能のほか、

精度を向上させる補強機能等を有している。また警報などのショートメ

ッセージを送信することも可能である。 

7 「持続測位」とは、他国の測位衛星が使用できない場合でも、我が国のシステムのみで最低限の測位サ

ービスの提供を持続できる状態をいう。 
8 「「準天頂衛星システムの衛星開発等事業」の受託者の決定について」（平成２５年３月２９日 内閣

府）http://www.cao.go.jp/chotatsu/eisei/sentei/0329_kaihatsu01.pdf 
「「準天頂衛星システムの運用等事業」の民間事業者の選定について」（平成２５年３月２９日 内閣府）

http://www.cao.go.jp/chotatsu/eisei/sentei/0329_unyou01.pdf 
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○図表１－４ 高精度な測位環境の実現（準天頂衛星システムの整備） 
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（３）ＧＩＳの動向 

 

  ① 国土地理院における基盤地図情報等の整備の取組 

 

ＧＩＳ（地理情報システム：Geographic Information System）は、

基本法第２条第２項において、「地理空間情報の地理的な把握又は分析

を可能とするため、電磁的方式により記録された地理空間情報を電子

計算機を使用して電子地図（電磁的方式により記録された地図をいう。

以下同じ。）上で一体的に処理する情報システム」と定義されている。 

 

 ＧＩＳは、国及び地方公共団体において、それぞれの目的に応じて

整備されているが、国土地理院は、基本法第１６条に基づき、ＧＩＳ

を構成する電子地図の位置の基準となる基盤地図情報（測量の基準点、

海岸線、公共施設の境界線、行政区画等）を整備している。 

 

○図表１－５ ＧＩＳと基盤地図情報 

 
 

 
 

 

 

基盤地図情報は、国土地理院のホームページから自由にダウンロー

ドでき、地方公共団体の様々なＧＩＳ等において活用されている。基

盤地図情報は、電子地図上における位置の基準として、行政機関、民

間企業におけるＧＩＳの整備のために一層利活用することが求められ

ている。 

 

現在、国土地理院では、基盤地図情報を骨格として、日本全国をカ

バーする国土の基本図である電子国土基本図を整備している。地理空
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間情報の高度な活用の推進や災害対応の確実化などのためには、公共

施設などに関する情報を適時に更新し、提供することが不可欠である。

そのため、国土地理院は、国の関係部局や地方公共団体などの協力を

得ながら、基盤地図情報を含めた電子国土基本図の迅速な更新の取組

を進めている。 

 

② 地方公共団体における統合型ＧＩＳの整備状況 

 

地方公共団体が整備する統合型ＧＩＳについては、地方公共団体が

税務部局、都市計画部局、防災部局など庁内の複数部局でＧＩＳを共

用するものである。 

 

その導入に当たっては、業務執行の効率化を図るため基盤地図情報

に係る項目を含む「共用空間データ」（庁内で共用できる電子地図デー

タ）の整備を促進することとし、国は、技術的支援や補完的な財政措

置を行うこととなっている。総務省においては、平成２１年（２００

９年）、統合型ＧＩＳの普及を促進する観点から統合型ＧＩＳの複数地

方公共団体での共同整備のためのガイドライン9を策定した。 

 

しかしながら、現状、統合型ＧＩＳの導入率は、平成２４年（２０

１２年）４月現在において都道府県で４０．４％、市町村で４１．２％

に止まっており10、整備及び利活用の加速のための方策が求められてい

る。 

  

9 「「地理空間情報に関する地域共同整備推進ガイドライン」の公表」（平成２１年５月８日）

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02gyosei07_000011.html 
10 「地方自治情報管理概要～電子自治体の推進状況～（平成２４年４月１日現在）」（平成２５年２月２７

日 総務省地域力創造グループ地域情報政策室） 
8 

 

                                                   



  
○図表１－６ 行政におけるＧＩＳの高度利用の進展 

 

 

 

 

 
 

 
 

出典：地方自治情報管理概要（平成２５年２月） 

出典：地方自治情報管理概要（平成２５年２月） 

9 
 



 
２ ＩＣＴに関する動向 

    

Ｇ空間情報を「誰もがいつでもどこでも使」11い、Ｇ空間情報の「高度な

分析に基づく的確な情報を入手」12するためには、ＩＣＴが不可欠である。 

 

例えば、今後、オープンデータの推進やセンサーの普及等により、Ｇ空間

情報を含めた多種多様な官民のデータが一層公開・流通されるため、ＩＣＴ

が果たす役割は、ますます重要になると考えられる。 

 

以下では、ＩＣＴのうち、Ｇ空間情報の取得や伝達等に関係の深いセンサ

ー及びスマートフォン、Ｇ空間情報の管理や分析に関係の深いクラウド・サ

ービス及びビッグデータ技術の動向について概観する。 

 

  ① センサーの普及等によるＧ空間情報の大量生成 

 

実空間に大量にあふれている様々なモノの情報は、それ単体では地

理空間情報ではない。しかしながら、センサーなどの技術の進展や普

及により、位置情報や時間情報と関連付けられたものは、Ｇ空間情報

として新たな利用につなげることが可能である。 

 

昨今のセンサーの小型化・低価格化の進展により、モノの移動等の

データの収集等を可能とするセンサーの普及が進んでいる。中でも、

我が国においては、家電・カーナビ・ゲーム機・携帯等、日常生活の

さまざまな場面でのセンサーの活用が進んでいる。また、センサーか

ら収集したデータを送受信する携帯電話の通信モジュールの低価格化

も進展し、契約数も増加13している。 

  

11 第一期の地理空間情報活用推進基本計画「第Ⅰ部 地理空間情報の活用の推進に関する施策についての

基本的な方針」「２．目指すべき姿－「地理空間情報高度活用社会」の実現－」 
12 第二期の地理空間情報活用推進基本計画「第Ⅰ部 地理空間情報の活用の推進に関する施策についての

基本的な方針」「１．Ｇ空間社会の実現により目指すべき姿」 
13 総務省「携帯電話の電話番号数の拡大に向けた電気通信番号に係る制度等の在り方」（平成24 年3 月1

日情報通信審議会答申）によると、カーナビや気象観測システム等に搭載される携帯電話の通信モジュー

ルについて、2008 年から2010 年の間に、価格は約2.0～2.5 万円から約0.6～1.0 万円に低下し、契約数

（単年）は約32 万件から約142 万件へ増加したとされている。 
10 

 

                                                   



  
○図表１－７ センサーの普及等によるＧ空間情報の大量生成 

 
 

 
 

 

今後、低消費電力化とエネルギーハーベスティング技術14の実用化に

よって、センサーの長期メンテナンスフリー化が可能となり、より多

くの位置情報等のＧ空間情報の生成や流通が期待されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14 エネルギーハーベスティング技術は、光や温度差等の環境中のエネルギーを収穫し、小さな電力に変換

する技術であり、電源の問題がボトルネックと言われている無線センサーネットワークの自立電源等への

活用が注目されている。 
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 ② 測位デバイスの普及等によるＧ空間情報利活用環境の向上 

 

スマートフォン等の高機能かつ多機能なモバイル端末は、パソコン

並みの処理能力と、固定ブロードバンド並みの通信速度に対応できる

ものであり、いつでもどこでもインターネットに接続できる環境を提

供している。また、スマートフォンの多くがＧＰＳ機能を有している

とともに、そのユーザーの７割以上が位置情報サービスを利用してい

るため15、Ｇ空間情報を活用したサービスの普及において重要な役割を

担っている。 

 

スマートフォンの国内出荷台数について、平成２０年（２００８年）

度には１１０万台であったものが、平成２３年（２０１１年）度には

２４１７万台に急増し、平成２８年（２０１６年）度には、３７６０

万台に達すると予想している。 

 

今後とも、スマートフォンだけでなく、タブレット端末等、衛星測

位機能を有するモバイル端末の普及が見込まれており、Ｇ空間情報を

利活用した、さらなる高度なサービスの提供・普及が期待されている。 

 

○図表１－８ 測位デバイスの普及によるＧ空間情報利活用環境の向上（スマートフォンの国内出荷台数の推移） 

 
 

 
 

 

15 ＭＭ総研「スマートフォンユーザーの利用実態調査」

http://www.m2ri.jp/newsreleases/main.php?id=010120110519500 
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③ 民間における電子地図の普及（クラウド・サービスの普及） 

 

 電子地図の利用環境については、日本全国をカバーする地図のデー

タ量が膨大であることや、地図データを一元的に管理するほうが地図

の「鮮度」維持の観点からも効率的であること等から、使用するコン

ピューター資源の規模を柔軟に変更可能で、ネットワーク経由でデー

タにアクセス可能といった特徴を持つクラウド・サービスが用いられ

ることも多い。利用者はネットワークを介して、必要な時に、必要な

電子地図をダウンロードするという利用形態をとっている。 

 

 また、クラウド・サービスは、今後も順調に市場規模を拡大する（図

表１－９）ことが見込まれており、電子地図を利用したクラウド・サ

ービスも拡大すると考えられる。 

 

 なお、民間における電子地図を利用したサービスについては、電子

地図を提供する事業者（プラットフォーム事業者）自らが付加的なサ

ービスを提供している場合があるが、当該事業者が電子地図のＡＰＩ

を公開している場合もある。この場合、他者が他の情報と組み合わせ

て電子地図を活用したサービスを提供することが可能である。無料で

自由に利用や編集が可能な電子地図を公開している団体16もあり、電子

地図を活用する多種多様なサービスの充実が期待されている。 

 

○図表１－９ クラウド市場規模予測（日本） 

 
 

 

16 OpenStreetMap Japan http://osm.jp/ 
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④ Ｇ空間情報の高度な利活用による付加価値の創出 

 

 センサーやＭ２Ｍ等のＩＣＴの進展に伴い、デジタルデータの生

成・収集・蓄積等が容易になったことにより、位置情報等のデジタル

データの量が爆発的に増加する見込み（図表１－10）である。こうし

た多種多量のデータ（ビッグデータ）を分析、利活用することにより、

人やモノの動きの見える化や新たな関係性の発見、将来の予見・予測

等を実現し、様々な分野に応用することが期待されている。 

 

○図表１－10 ビッグデータによるデジタルデータ量の増加 

 
 

 

 
 

例えば、Ｇ空間情報と他分野の情報との組み合わせによる新産業・

新サービスの創出のほか、人の動きの見える化、津波・豪雨等の被害

シミュレーションによる災害対策への活用なども期待されており、こ

れらを実現するためのビッグデータ処理技術の高度化に対する需要は

ますます増加していくものと考えられる。 

 

  

14 
 



  
３ Ｇ空間情報に対するニーズと利用に係る課題 

 

「公共データの産業利用に関する調査結果」（平成２５年（２０１３年）

３月１９日 日本経済団体連合会）17によれば、行政機関が保有する公共デ

ータの産業利用ニーズについて、種類別では、地下・地質データや地図デー

タ、衛星画像データ等のＧ空間情報が最もニーズが高いとされている。 

 

一方、Ｇ空間情報に限らず公共データ全般の利用の障害となる点として

は、「データが非公開」、「データの公開の有無が不明」、「データ形式が利用

しにくい」、「データの所在が不明」等が主要な意見として掲げられている。

Ｇ空間情報を利活用する新産業・新サービスの創出にあたっても、データの

公開の推進等、これらの課題を解決することが必要である。 

 

○図表１－11 Ｇ空間情報に対するニーズ及び課題（公共データの産業利用に関する調査結果） 

 
 

 
 

  

17 https://www.keidanren.or.jp/policy/2013/020.html 
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第２章 「Ｇ空間×ＩＣＴ」に関する将来像 

 

我が国は、経済再生、防災の強化、地域活性化等、多くの課題に直面してい

る。「Ｇ空間×ＩＣＴ」は、これらの課題を解決し、新たな付加価値を創造する

に当たって、大きな役割を果たすことが期待されている。 

 

「Ｇ空間×ＩＣＴ」に関する取組が、その効果を最大限発揮するためには、

国民や企業等の理解、参画が不可欠である。このため、自分たちの暮らしや産

業がどのように便利で、革新的なものとなるか、目に見える形で示すことが重

要である。 

 

第２章においては、「Ｇ空間×ＩＣＴ」によって、国民の間で向かうべき方向

性を共有するため、平成３２年（２０２０年）に実現すべき具体的な利活用イ

メージ及び社会像・姿を提示する。 

 

１ 「Ｇ空間×ＩＣＴ」の社会像・姿 

 

 平成３２年（２０２０年）における「Ｇ空間×ＩＣＴ」の社会像・姿の

キーワードは、Ｇ空間情報を介した「連携」と「つながり」である。平成

３２年（２０２０年）のＧ空間社会においては、これまで散在的、単発的

であったＧ空間情報が、ＩＣＴの利活用によって相互に「つながる」こと

が可能となる。 

 

ＩＣＴの利活用によりＧ空間情報が「つながる」ことによって、Ｇ空間

情報の流通拡大やＧ空間技術の高度化が進展し、「情報空間」と「現実空間」

が一層広範かつ密接に関連づけられる。「情報空間」と「現実空間」が複合

的に重なり合い、それを媒介にして個人・企業、家庭・地域・社会、モノ・

コト、機械・人間等が連携・協力することが可能となり、互いの強みをい

かし合う社会が実現する。 

 

「Ｇ空間×ＩＣＴ」によって、お互いの強みをいかし合う社会において

は、（１）共創（「つながり」により共に創造する）による「元気な経済や

便利な暮らし」、（２）共助（「つながり」により共に助け合う）による「安

心安全な社会」が実現し、（３）共生（「つながり」により共に生活する）

による「活力ある地域」が実現する。 

 

それぞれ「共創型元気経済社会」、「共助型安心安全社会」、「共生型地域

活力社会」と定める。 
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○図表２－１ 「Ｇ空間×ＩＣＴ」の未来像の基本的な考え方 

 

 
 

 

 

 

（１）共創型元気経済社会：Ｇ空間とＩＣＴで、「元気な経済、便利な暮らし」を実現 

 

 官民が保有するＧ空間情報は、新たな革新的なサービスの創出や便利

な暮らしを実現するための価値の源泉である。 

 

ＩＣＴを通じてＧ空間情報の利活用の範囲が拡大することによって、

企業、地方公共団体や市民などが革新的かつ共創型サービスを開発、提

供する好機が拡大する。例えば、Ｏ２Ｏ（Online to Offline）等の小売

分野、円滑な在庫把握等の物流分野、次世代ＩＴＳ等の交通分野等、様々

な分野での応用が期待できる。 

 

Ｇ空間とＩＣＴを活用した新たなサービスの開発等を通じて、我が国

の本来の経済力を取り戻し、我が国の経済の再興等の実現に貢献する。 

 

（２）共助型安心安全社会：Ｇ空間とＩＣＴで、「安心安全な社会」を実現 

 

災害情報、気象情報、地図情報等、官民が保有するＧ空間情報を利活

用することによって、我が国が世界一安心安全で災害に強い社会の実現

に貢献することができる。 

 

 例えば、災害時における個人個人の位置に応じた避難誘導等のほか、

Ｇ空間とＩＣＴを活用した社会インフラの自動監視等システムも期待で

きる。また、地方公共団体等行政機関がＧＩＳ上に、地質情報、気象情

17 
 



 
報等をプロットし、庁内及び市民との間での災害等の現状把握等の可視

化・共有化することによって、より具体的な防災対策等を講じることが

可能となる。 

 

 Ｇ空間とＩＣＴを活用した高度な利用方法を通じて、企業、行政、市

民等、お互いに助け合いながら、安心安全を確保する社会の実現に貢献

する。 

 

 （３）共生型地域活力社会：Ｇ空間とＩＣＴで、「活力ある地域」を実現 

 

本人同意を得た市民の位置情報や、ボランティアが集めたＧ空間情報

等を適切に利活用することよって、地域住民の社会参画を促進し、誰も

が社会活動に積極的に参加できる地域の創造に寄与することができる。 

 

例えば、「自律移動支援システムに関する技術仕様（案）」18及び「歩行

空間ネットワークデータ整備仕様案」19に基づいてボランティア等が収集

したバリアフリー情報による歩行者移動支援システムで、車椅子使用者

等に向けた精緻なナビゲーションが可能となる。また、市民のソーシャ

ルメディアを介した情報等を活用した防犯地図等により、高齢者や子供

たちのより正確な見守りシステムを構築することが可能となる。 

 

また、農林水産業等をはじめとする地場産業に、Ｇ空間情報を積極的

に活用することによって、これまで不可能又は実現困難であった農作業

や漁業等が可能となる。 

 

 Ｇ空間とＩＣＴを活用することによって、地域の人、経済、資源等が

有機的に結びつき、障碍者等の社会参画や地場産業の活性化が進み、活

力ある地域社会の実現に貢献する。 

 

 

２ 「Ｇ空間×ＩＣＴ」の利活用イメージ 

 

「Ｇ空間×ＩＣＴ」によって、「共創型元気経済社会」、「共助型安心安全

社会」、「共生型地域活力社会」を目指すためには、社会のイメージを可視化・

共有化し、その実現に向けて連携することが重要である。図表２－２から図

表２－５においては、構成員の提案等を踏まえ、将来の利活用イメージをビ

ジュアル化した。 

 

なお、「Ｇ空間×ＩＣＴ」による利活用イメージは、以下に掲げるものに

とどまるものではなく、今後、様々な革新的なものが実現することが期待さ

れる。  

18 http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/jiritsu/gijutsusiryo.pdf 
19 http://www.mlit.go.jp/common/000124059.pdf 

18 
 

                                                   



  
○図表２－２ 「共創型元気経済社会」（Ｇ空間×ＩＣＴで、「元気な経済、便利な暮らし」を実現）（イメージ） 

 

 
 

 

○図表２－３ 「共助型安心安全社会」（Ｇ空間×ＩＣＴで、「安心安全な社会」を実現）（イメージ） 
 

 
 

 

出典：新産業・新サービスに関するアドホック会合丸田構成員資料をもとに事務局作成 

出典：新産業・新サービスに関するアドホック会合丸田構成員資料をもとに事務局作成 
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○図表２－４ 「共生型地域活力社会」（Ｇ空間×ＩＣＴで、「活力ある地域社会」を実現）（イメージ①） 

 

 
 

 

 

○図表２－５ 「共生型地域活力社会」（Ｇ空間×ＩＣＴで、「活力ある地域社会」を実現）（イメージ②） 
 

 
  

出典：新産業・新サービスに関するアドホック会合丸田構成員資料をもとに事務局作成 

出典：新産業・新サービスに関するアドホック会合丸田構成員資料をもとに事務局作成 
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第３章 「Ｇ空間×ＩＣＴ」社会の実現に向けた課題 

 

「Ｇ空間×ＩＣＴ」は、我が国の課題解決等に大きな潜在力を秘めている。

第２章で検討したあるべき社会・姿や利活用イメージを実現するためには、「Ｇ

空間×ＩＣＴ」を徹底的に利活用することが重要である。 

 

第３章では、「Ｇ空間×ＩＣＴ」によって、第２章に掲げた社会・姿を実現す

るため、どのような課題があり、どのような取組の方向性を取るべきか掲げる20。 

 

１ 新産業・新サービスの創出に関する課題 

 

「Ｇ空間×ＩＣＴ」によって新産業・新サービスを創出するためには、様々

な機能やサービスが互いに連携しなければならない。サービス等の連携のた

めにはデータの連係が不可欠であり、人々や車両等の位置情報、農地や森林、

海洋・港湾情報、土地・建物、公共施設等の様々なＧ空間情報について、可

能な限り利活用できる仕組みを構築することが必要である。 

 

しかしながら、政府や地方公共団体が保有するＧ空間情報を中心として、

データの保存形式が個々であること、データの保存場所が不明確であること

等から、データの統合化や二次利用が円滑に進まない。 

 

このため、Ｇ空間情報のオープンデータ化を推進し、新産業・新サービス

を創出するため、Ｇ空間情報の公開の推進及び流通環境の整備が重要であ

る。 

 

また、数年内に準天頂衛星システムの４機体制が整うことによって、２４

時間のセンチメートル級の高精度な測位等が可能となる。高精度な測位情報

等を活用することによって、これまで実現不可能又は困難であった、革新的

な新産業・新サービスや世界最先端の防災システムの創出が期待される。ま

た、我が国の国際競争力の強化及び国際展開の促進の観点からも、革新的な

新産業・新サービスや世界最先端の防災システムを、準天頂衛星システムの

信号が受信可能なアジア・オセアニア地域に展開することも期待できる。 

 

このような市場拡大や国際展開の好機を活かすため、早急に、高精度な測

位や３次元の屋内外の地図等の高精度な地図と、ＩＣＴを活用する先進的・

先導的なサービスやシステムの具現化を行うことが重要である。 

 

  

20 第３部における課題整理は、２つのアドホック会合の検討結果を踏まえて整理したものである。別添１

及び別添２参照。 
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○図表３－１ 新産業・新サービスの創出に関する課題 

 

 
 

 
 

２ 防災・地域活性化に関する課題 

 

地方公共団体においては、Ｇ空間情報の利点を活かした防災システムや観

光・地場産業等での活用ノウハウの開発や蓄積が未成熟であるため、準天頂

衛星システムの４機体制が整備され、Ｇ空間情報の利活用環境が進展したと

しても、そのメリットを十分には享受できないおそれがある。 

 

Ｇ空間情報の利活用は、地方公共団体が抱える課題の解決に大きく貢献す

ることが期待されるため、Ｇ空間情報の高度利用（防災強化、都市経営への

活用、広域連携等）の利用事例を構築し、その利活用を促すことが重要であ

る。 

 

 また、Ｇ空間情報の地方公共団体における高度利用については、一部の地

方公共団体においては積極的に取り組もうとしている一方、多くの地方公共

団体においては、データ整備にコストがかかる等の理由により、地図データ

の整備が進まない、又は地図データの鮮度が十分ではない。 

 

このように、地方公共団体のＧ空間情報の利活用能力に格差が生じてしま

っているが、Ｇ空間情報の利活用による防災・地域活性化等への貢献の可能

性にかんがみれば、Ｇ空間情報の利活用に取り組む地域が全国に広がるよ

う、官民の関係者間で連携促進することが必要である。 
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○図表３－２ 防災・地域活性化に関する課題 

 

 
 

 

 
３ 「Ｇ空間×ＩＣＴ」に関する課題 

 

「Ｇ空間×ＩＣＴ」に関する課題については、「１」及び「２」の新産業・

新サービスの創出や防災・地域活性化の推進の観点からの検討を踏まえ、以

下の通り、４つのポイントに整理することが適当である。 

 

○図表３－３ 「Ｇ空間×ＩＣＴ」に関する課題（まとめ） 
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これらの課題のうち、①及び④は、様々な利活用の基盤であるＧ空間情報

について、いかに整備・更新し、公開し、流通させるかという課題であり、

②及び③は、流通するＧ空間情報をＩＣＴと融合させて、防災システムや高

度なサービス等にいかに利活用するかという課題である。 

 

これらの課題への取組としては、様々なものが考えられるが、具体的かつ

効果的な解決を図るためには、関係府省との円滑な連携を確保することが重

要である。このため、これまでの閣議決定（「地理空間情報活用推進基本計

画」21や「「世界最先端ＩＴ国家創造」宣言」22（平成２５年６月１４日閣議

決定）を十分に踏まえて取組を推進することが必要である。具体的には、こ

れらの政府全体の戦略・計画に掲げられているとおり、Ｇ空間情報の共有・

提供等を行うオープンなプラットフォームの構築やＧ空間情報を利活用す

るプロジェクトを実施し、成功モデルを提示することが重要である。 

 

また、Ｇ空間情報の利活用に関する国民の理解を醸成し、社会実装を促進

するためには、取組の成果が、単なる技術開発だけでなく、日常生活を営む

都市空間等における防災システムの構築や革新的なサービスの実現等、具体

的かつ実践的で、成果を実感できるものとすることが重要である。 

  

21 第二期の地理空間情報活用推進基本計画「第Ⅱ部 今後の地理空間情報の活用の推進に関する施策の具

体的展開」「４．地理空間情報の整備と活用を促進するための総合的な施策」「（１）地理空間情報の共有と

相互利用の推進」（Ｐ１８） 

「地理空間情報の活用を推進するためには、各主体によって整備される様々な地理空間情報を、利用者が

容易に検索し、入手・利用できる環境の整備が必要である。・・・・また、このようにして特性・分野別に

集約された地理空間情報について、利用者が統合的にワンストップで検索・閲覧し、情報を入手・利用す

るために必要となる環境の整備・改良等を実施する。・・・・こうした取組と、研究機関や NPO、民間事業

者等による情報の利用や研究開発等が相互に連携し、国、地方公共団体、民間事業者等が一体となって施

策を推進することで我が国における地理空間情報の共有・提供を行う情報センターの構築を目指す。」 

 
22 （１）「「世界最先端ＩＴ国家創造」宣言～第二次安倍内閣の新たなＩＴ戦略～」「Ⅱ．目指すべき社会・

姿」「１．革新的な新産業・新サービスの創出及び全産業の成長を促進する社会」（Ｐ４） 

「日本国内外どこからでもアクセス可能となるオープンなプラットフォームを通じて、信頼性の高い公共

データ(例:地理空間情報、防災・減災情報、調達情報、統計情報等) が提供され、民間や個人が保有する

データ(例:地理空間情報、防災・減災情報、輸送 情報、民間・個人で観測する気象環境データ等)と自由

に組み合わせて利活用でき、新産業・新サービスが創出される社会を実現する。」 

 

 （２）「Ⅴ．戦略の推進体制・推進方策」「４．成功モデルの実証・展開」（Ｐ25） 

「本戦略の着実な推進を図り、本戦略の目指す、革新的な新産業・新サービスの創出や安全・安心で便利

な生活が可能となる社会を実現するため、関係各府省が連携し、地域の活性化、行政の効率化、地理空間

情報、農業、医療・健康、資源・エネルギー、防災・減災、道路交通、教育等の重点課題について、ＩＴ

を活用して総合的に解決するプロジェクトを分野複合的に行う。（改段落）このため、ＩＴ総合戦略本部に

おいて、課題や地域を特定し、各省の政策資源を集中的に投入し、国家プロジェクトとして推進し、成功

モデルの実証・提示を行う。」等参照 
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第４章 「Ｇ空間×ＩＣＴ」に関する具体的な取組 

－空間情報と通信技術を融合させ、暮らしに新たな革新をもたらす－ 

 

 第４章においては、第３章までの検討を踏まえ、「Ｇ空間×ＩＣＴ」に関する

具体的なプロジェクトを提言する。 

 

まずは、第２章で検討した、あるべき社会・姿等を踏まえ、本推進会議が取

り組むべきミッション（使命）及びビジョン（目標）を整理し、以下のとおり

定める。 

 

【ミッション】 

空間情報と通信技術を融合させ暮らしに新たな革新をもたらす 

 

【ビジョン】 

・ 新たな産業・サービスを創出し、経済を再生する 

・ 世界最先端の防災システムをつくる 

・ 先進的・先導的な手法により、地域を活性化する 

 

そして、これらのミッション及びビジョンに基づき、「Ｇ空間×ＩＣＴ」によ

る革新的な新産業・新サービスの創出の促進、世界最先端の防災対策の実現等

を図るためには、具体的かつ実践的なプロジェクトに集中的に取り組むことが

必要である。このため、第３章の検討を踏まえ、以下の３つのプロジェクトに

絞り込んで取り組むことが重要である。 

 

・ Ｇ空間情報の整備・更新、公開、流通の促進の観点から、官民が保有する

Ｇ空間関連データの共有・提供等、Ｇ空間関連データを円滑に組み合わせて

利活用できるＧ空間オープンデータ・プラットフォームの構築（プロジェク

ト１）（地方公共団体における地図データの整備の推進等、Ｇ空間情報活用の

全国普及に向けた官民連携等の強化を含む） 

 

・ Ｇ空間情報とＩＣＴの融合による利活用に関する課題の観点から、①緊急

性が高く国民のニーズも強い防災分野では、世界最先端のＧ空間防災システ

ムの構築（プロジェクト２）、②経済再生や地域活性化等につながる革新的な

サービスの開発等の観点からは、「Ｇ空間シティ（仮称）」による「Ｇ空間×Ｉ

ＣＴ」成功モデルの実現（プロジェクト３） 

25 
 



 
○図表４－１ 「Ｇ空間×ＩＣＴ」に関する課題に対するプロジェクト 

 

 
 

 

これら絞り込んだ３つのプロジェクトは、ミッション及びビジョンを効率的

に実現するため、相互の連携を図ることが必要である。 

 

例えば、プロジェクト１のＧ空間オープンデータ・プラットフォームは、Ｇ

空間情報の円滑な利活用のための基盤的な役割を果たすものであり、プロジェ

クト２の世界最先端のＧ空間防災システムの構築や、プロジェクト３の「Ｇ空

間シティ（仮称）」による成功モデルの実現に当たって、十分に利活用されるよ

うなものとしなければならない。また、プロジェクト２やプロジェクト３の実

施を通じて得られるノウハウ・課題等は、プロジェクト１のＧ空間オープンデ

ータ・プラットフォームにフィードバックすることにより、このプラットフォ

ームがより実践的かつ効果的なものとなることが期待される。 

 

これらの３つのプロジェクトの成果を国内外に展開し、革新的なサービスや

防災システム等の普及を促進することによって、Ｇ空間関連市場の拡大等が期

待される。これら３つのプロジェクトの全体像及び関係性を示せば、図表４－

２及び図表４－３のとおりである。 
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○図表４－２ 「Ｇ空間×ＩＣＴ」プロジェクト全体像 

 

  

 

 

 

○図表４－３ 「Ｇ空間×ＩＣＴ」プロジェクト関係図 
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なお、これらのプロジェクトを適切かつ効果的に実施し、その成果をより広

い範囲活用していくためには、関係府省及び産学官が一体となって取り組む必

要がある。 

 

おって、施策の実施スケジュールについては、改めて第６章で触れるが、準

天頂衛星システムの４機体制のサービス開始予定が平成３０年（２０１８年）

頃であることを十分に考慮し、原則として、平成３０年（２０１８年）当初ま

でには、施策の成果が可能な限り社会に実装されていなければならない。この

ため、現在から平成２７年（２０１５年度）度末までを集中開発期間、平成２

８年（２０１６年度）度及び平成２９年（２０１７年）度を社会実装期間と位

置づけて取り組むことが適当である。 
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プロジェクト１ Ｇ空間オープンデータ・プラットフォームの構築等 

 

（１）基本的な考え方 
 

Ｇ空間情報は、革新的な新産業・サービスの創出や防災対策の強化等

を図るために欠かせないデータであり、①Ｇ空間情報の流通促進及び②

Ｇ空間情報の整備・更新、公開を推進することが必要である。 

 

このため、Ｇ空間情報について、①Ｇ空間情報の円滑な流通・利活用

を可能とするプラットフォームの構築、②地方公共団体における地図デ

ータの効率的な整備等Ｇ空間情報活用の全国普及に向けた官民連携等

の強化の２つに取り組むことが必要である。 

 
（２）具体的な取組 

 

① Ｇ空間オープンデータ・プラットフォームの構築 

 

Ｇ空間情報は、新産業・サービスの基盤となるとともに、他の情報

と組み合わせることにより、高度なサービスやシステムを構築するこ

とが期待されている。第二期の基本計画においても、「社会全体で様々

な地理空間情報の流通を促進し、その活用を推進するためには、情報

を容易にかつ安心して入手し利用できる環境の整備・・・が必要」23と

されている。 

 

しかしながら、様々な主体が保有するＧ空間情報は、インターネッ

ト上に公開されていなかったり、公開されていたとしても、その所在

情報が散在しており、円滑な閲覧、検索が困難である場合も多い。ま

た、公開されているＧ空間情報が、個々のデータ形式で保存されてい

ること、地番・地名等の位置表現の方法が不統一であること、緯度経

度が異なる測地系で記述されていること等から、複数のＧ空間情報を

地図上に正確に重ね合わせようとしても支障が生じる。 

 

このような課題を解決し、新産業・新サービスの創出等を促進する

ため、官民が保有する様々なＧ空間情報について、誰もがいつでもど

こでも円滑に利活用できるプラットフォーム、すなわち、Ｇ空間オー

プンデータ・プラットフォームを構築することが必要である。 

 

このため、Ｇ空間オープンデータ・プラットフォームの構築に当た

っては、以下のイ）及びロ）の観点を踏まえたものとすることが必要

である。また、取り扱う情報の機密性にかんがみ、利用者に応じた情

報の開示範囲を設定するなどのセキュリティの確保及びプライバシ

ーの保護に十分配慮したものとしなければならない。 

 

23 同基本計画「４．地理空間情報の整備と活用を促進するための総合的な施策」「（１）地理空間情報の共

有と相互利用の推進」 
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 なお、構築されたＧ空間オープンデータ・プラットフォームについ

ては、我が国におけるＧ空間情報の共有・提供に寄与するものであり、

第二期の基本計画に規定されている「我が国における地理空間情報の

共有・提供を行う情報センター」24の実現に貢献することが重要であ

る。 

 

イ）Ｇ空間情報の円滑な利活用の実現 

 

Ｇ空間情報について、高度かつ安定的な利活用を促進するため、

一元的な閲覧、検索を円滑に行うことを可能とする環境を整備する

ことが重要である。このため、散在するＧ空間情報を適切に収集す

る仕組みの構築及び円滑な検索に資するＧ空間情報の保存・公開の

方法に関する運用実証等を行うことが必要である。国土交通省、国

土地理院等の関係府省と連携し、平成２７年（２０１５年）度末ま

でを目途に必要な技術の開発等を行うことが必要である。 

 

また、Ｇ空間情報及びＧ空間情報との組み合わせにより高度なサ

ービスやシステムを創出する情報（例 防災情報、調達情報、統計

情報等）について、円滑な二次利用を可能とすることが重要である。

このため、機械判読に適した標準的なデータ形式の開発や、データ

形式や位置表現の変換等の仕組みの構築を平成２７年（２０１５

年）度末までを目途に実現することが必要である。 

 

ロ）革新的なサービス創出のためのプラットフォームの開放等 

 

 Ｇ空間情報を円滑に利活用することによって、革新的なサービス

の創出が期待される。特に、中小企業やベンチャー企業、ボランテ

ィア等、アイデアを保有し新たなサービス開発等に意欲を有する

が、独力で様々なＧ空間情報を収集することが難しい者に対して、

構築されたＧ空間オープンデータ・プラットフォームを開放するこ

とが重要である。これにより、Ｇ空間情報を利活用した新サービス

の創出を促進するとともに、Ｇ空間情報を高度に利活用することが

できる人材の育成に資することが重要である。 

 

また、官が保有するＧ空間情報だけでなく、民間企業等が保有す

るＧ空間情報（施設内部の設計図を含む）を利活用することにより、

様々なサービスの開発が期待される。このため、Ｇ空間オープンデ

ータ・プラットフォームの構築に当たっては、民間企業等が保有す

るＧ空間情報を自発的に公開するインセンティブを与えることや、

提供した情報の社会貢献度を可視化すること、完全にオープンなも

のとするのではなく限定的な公開・提供を可能とすること、完備し

た情報でなくとも一定程度整備して公開することによって市民生

活の利便性の向上に資する情報（例．災害時に利用可能なトイレの

情報等）の収集にボランティアを活用すること等、民間企業等が保

有するＧ空間情報の公開や流通を促進する観点から検証すること

24 注 22に同じ。 
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が重要である。 

 

② Ｇ空間情報活用の全国普及に向けた官民連携等の強化 

 

Ｇ空間情報の活用は、要援護者の位置を正確に把握し災害時に救

助活動を円滑に行ったり、平常時でもハザードマップを整備して、

あらかじめ災害発生時の避難ルートや避難場所をシミュレーション

したりすることによる減災効果なども期待できる。こういったきめ

細かな住民サービスを提供するためには、住民ひとりひとりの位置

情報を地図上に座標として表示することができる地図を整備する必

要がある。 

 

このような地図データは、地方公共団体が行う複数の業務で共用

することにより、行政サービスの飛躍的な効率化や高度化を実現す

ることが可能であるが、これを最新の状態で継続的に維持管理する

ためには、地方公共団体のみならず、ライフラインとなるサービス

を提供する公益事業者や、測量や地図作成に関わる事業者、さらに

は住民等の協力により、効果的な官民連携を構築することが必要と

なる。 

 

また、広域防災等の観点から地方公共団体の広域連携を進めてい

くためには、隣接する複数の地方公共団体や県域でデータを共同整

備し、Ｇ空間情報を活用した付加価値の高い行政サービスをセキュ

アなネットワーク上でのクラウド・サービス等を活用し、広域で提

供することが期待される。さらに、行政機関が保有する統計データ

をＧＩＳ上にきめ細かく重ね合わせることにより、実態把握等の視

覚化が進展し、行政機関による施策の計画・立案等の向上に寄与す

ることが期待される。 

 

しかしながら、第１章（３）①のとおり、統合型ＧＩＳの導入が

４１．２％（平成２４年（２０１２年）４月時点）にとどまってい

るなど、具体的な取組の進んでいない地方公共団体が多く残されて

いる。これらの地方公共団体にとっての主な課題として、データ整

備に要するコスト負担、ＧＩＳ導入のための人材不足、業務見直し

のノウハウ不足、システム導入効果の明確化、地図情報利用の制約

による官民連携の不足、パーソナルデータの取扱方法の未確立等が

挙げられる。 

 

また、地方公共団体の広域連携を行う上では、データの共同運用

時にＧ空間情報の活用水準を揃える必要があるなど効果的な連携が

進みにくい面もあり、統合型ＧＩＳの導入を早期に全国普及させ、

取組の遅れた地方公共団体の底上げを図る必要がある。 

 

このため、まずはＧ空間情報の地方公共団体の庁内共有を促進す

るために、統合型ＧＩＳの全国普及に向けたこれまでの取組を一層

強化することが必要である。また、国土地理院と地方公共団体とが
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連携した地理空間情報の活用促進のための取組の普及のほか、地方

公共団体と公益事業者等の官民連携を促進し、Ｇ空間オープンデー

タ・プラットフォームの構築の取組と相互に連携しつつ、Ｇ空間情

報の基礎となる共用地図データを継続的・効率的に維持管理するモ

デルを構築するための実証実験を行うことが必要である。さらに、

統計ＧＩＳ25については、データの可視化を通じた政策立案者等の認

識の共有化等を図るため、利便性向上に取り組むことも必要である。 

 

イ）これまでの支援策の集約と周知徹底 

 

これまで統合型ＧＩＳの導入を支援するために、各府省におい

て、財政支援、各種指針、人材育成プログラム、広報・普及啓発

等の様々な取組がなされてきているため、これらの支援策を集約

し、周知徹底することが必要である。また、平成２６年（２０１

４年）度を目途に導入済み地方公共団体のベストプラクティス26 

の紹介、アドバイザー派遣等を実施するとともに、国土地理院と

地方公共団体とが連携した地理空間情報の活用促進のための取

組の普及等、これからＧ空間情報の整備を進める地方公共団体に

対する積極的な後押しを行い、全国的な横展開を推進すべきであ

る。 

 

ロ）ライフライン企業等との連携促進 

 

共用地図データを地方公共団体のみで整備するには費用負担

が大きく、対応の難しい地方公共団体が少なくない。また、住民

の位置情報を保有するライフライン企業や測量・地図業者は、個

別に地図作成に係る重複投資を行っている状況にある。そこで、

地方公共団体と民間企業、住民等が連携することにより、Ｇ空間

オープンデータ・プラットフォームの構築の取組と相互に連携し

つつ、Ｇ空間情報の基礎となる共用地図データを継続的・効率的

に維持管理するモデルを、実証プロジェクトを通じて平成２７年

（２０１５年）度末までを目途に構築していくことが必要であ

る。 

 

この実証実験に当たっては、民間事業者等が保有する地図情報

を集約し、低コストで鮮度の高い地図を作成した上でオープン化

していくための技術的・経済的な課題等について検証を行う。ま

た、位置情報を含むパーソナルデータの取扱方法等についても、

併せて検討する。  

25 利用者の個々のニーズに合わせて各種統計調査の統計データを背景地図と共に視覚化 
して提供するＧＩＳ 
http://e-stat.go.jp/SG2/eStatFlex/help/help.html 
26 富山市における街づくり施策の立案への検討や、浦安市における災害時の被災者支援など。 
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ハ）統計ＧＩＳの充実 

 

Ｇ空間社会においては、防災対策、都市計画等を適確かつ迅速

に講じるため、人口や事業所・企業等の正確な統計情報をＧＩＳ

上に重ね合わせ、データの可視化を図り、政策立案者等の認識の

共有化等を図ることが重要であるため、統計ＧＩＳの利便性向上

に取り組むことが必要である。しかしながら、現在の統計ＧＩＳ

の場合、結果の提供が国勢調査の町丁・字等別集計結果及び地域

メッシュ統計結果によることから、システム上の適切な按分処理

等の措置を講じない限り、利用者が任意に設定する地域での分析

等に対する柔軟対応を行うことができていない。 

 

このため、統計ＧＩＳの小地域推計の機能拡充に関する研究開

発を行うことが適当である。研究開発の成果については、公的統

計として、作成方法も含め、社会の情報基盤として広く一般が利

用できる形で提供することが適当である。 

 

○図表４－４ Ｇ空間オープンデータ・プラットフォームの構築 
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プロジェクト２ 世界最先端のＧ空間防災システムの構築 

 

（１）基本的な考え方 
 

Ｇ空間情報の高度利用（防災強化、都市経営への活用、広域連携等）

を促す観点から、先進地域において実証プロジェクトを推進し、成功

モデルの創出を図ることが求められる。特に、東日本大震災の教訓を

踏まえ、国民のニーズが高く、波及効果の大きい防災分野において、

Ｇ空間情報の利点を最大限に活かした防災情報システムの開発を促進

し、世界最先端のＧ空間防災システムを実現していくことが必要であ

る。 

 
しかしながら、災害時に利用可能な個別のＧ空間情報は数多く散在

しているにもかかわらず、それらをリアルタイムにビッグデータとし

て統合・分析し、防災の観点から適切な情報を迅速に住民等へ多重的

に伝達したり、救難・救助活動に効果的に活用できる高度なシステム

は、現時点では開発されていない状況にある。 

 

このため、Ｇ空間オープンデータ・プラットフォーム等を活用した、

レジリエントな防災情報システムの実証プロジェクトを特定の地域で

集中的に実施し、その成果を実用システムとして全国に展開させると

ともに、防災以外の分野への応用・波及を促進すること等が必要であ

る。 

 

特に、①国民自身による災害対応の強化の観点から、多様な手段に

よる的確な情報提供の実現、②消防等の高度化の観点から、災害対応

ロボット等の高度な防災システムの導入の２つについて取り組むこと

が必要である。 

 

また、災害時においては、個人の安否確認等を迅速に行い、助かる

命を確実に助けるため、個人の位置情報の取扱の在り方を整理する必

要がある。 

 

（２）具体的な取組 
 

① 多様な手段による的確な情報提供の実現 

 
Ｇ空間情報は、センサーの普及等ＩＣＴの進展により、大量かつ

多種多様なものが生成されているが、今後とも、増大することが見

込まれる。災害発生時においては、被災の状況に応じて刻々と変化

する多様なＧ空間情報をリアルタイムで瞬時に分析し、防災に資す

る情報を効果的に抽出することが必要である。また、災害時におい

て、大量に生成される気象情報や災害関連情報等のＧ空間情報を迅

速かつ適切に処理し、正確なシミュレーションが実現できれば、適

切な避難命令等の判断に大きく貢献することができる。 
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しかしながら、現在では、多種多様な大量のデータをリアルタイ

ムで処理、解析する技術が十分には確立していないため、多様なＧ

空間情報を入手できたとしても防災システムに利活用することが困

難である。また、高度な分析結果等について、住民等に確実に伝達

するシステムを構築することが不可欠である。 

 
イ）災害に関するＧ空間情報のリアルタイム・ビッグデータ活用技術の開発 

 
 災害時対応に必要となる当該地域の気象情報、災害の状況、要

援護者情報等の各種災害情報の統合分析に加え、住民のソーシャ

ルメディアを介した情報、車両の運行情報等の現場の情報等も含

めた様々なＧ空間情報をビッグデータ分析し、必要かつ信頼性の

高い情報をリアルタイムで提供していくための技術を、実証プロ

ジェクトを通じて平成２７年（２０１５年）度末までを目途に確

立していくことが必要である。また、大量のデータを迅速かつ適

切に処理し、正確なシミュレーションを行う技術を平成２７年

（２０１５年）度末までを目途に確立することが必要である。 

 
ロ）住民等への適時適所の迅速な情報伝達を行うシステムの実現 

 
防災を実現するには、適切な情報を如何に住民に迅速かつ正確

に伝達できるかが大きな鍵となる。したがって、上記イ）により

得られる有用な情報を、準天頂衛星システムのメッセージ機能等

も含めた多重的な情報伝達手段を通じて、移動中の住民や屋内・

地下街にいる住民、走行中の車両等も含め、一人一人に的確な避

難誘導等を行うことができるシステムを、実証プロジェクトを通

じて平成２７年（２０１５年）度末までを目途に実現していくこ

とが必要である。また、このようなシステムは、平時の防災訓練

にも活用できること、災害は広域的に起こりうるものであること、

効率的な共同運用が求められること等から、複数の地方公共団体

による広域連携を前提として実証を行うことが必要である。 

 
ハ）緊急時等における位置情報の利活用に関する検討 
 

Ｇ空間社会においては、位置情報等のデータを適切に利活用す

ることにより、個人の行動履歴や他のデータと組み合わせた新産

業・サービスの創出や、災害時等における個人の避難誘導や迅速

な安否確認等の実現が期待される。電気通信事業者が保有する位

置情報を含む運用データ等については、総務省情報通信審議会答

申27を受け、既に検討が開始されている28ところであるが、その検

討結果も踏まえ、認知の向上や効用の実証等を通じた適切な利活

27 情報通信審議会答申「知識情報社会の実現に向けた情報通信政策の在り方」（平成２３年２月１０日付

け諮問第１７号）http://www.soumu.go.jp/main_content/000169616.pdf 
28 電気通信事業者協会「携帯電話事業者の運用データ等の適正な有効利用に関する検討会」 
http://www.tca.or.jp/topics/2013/0208_552.html 
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用が進められることが望ましい。また、携帯電話やスマートフォ

ンに係る位置情報については、大規模災害時における安否確認や

海難・山岳事故等における遭難者の捜索等、緊急時における活用

に対する需要が高まっている。総務省においては、「緊急時等に

おける位置情報の取扱いに関する検討会」を開催29し、電気通信

事業者によるＧＰＳ位置情報の緊急時における取扱いのための

方策等について検討しておりその検討を踏まえ、「電気通信事業

における個人情報保護に関するガイドライン」（平成１６年総務

省告示第６９５号）の見直し等、所要の措置を講ずることが適当

である。 

 
② 災害対応ロボット等の高度な防災システムの導入 

 
災害が発生した場合においては、人命救出が最も急がれるのは当

然のことであるが、このような活動を最大限に支援するため、消防

等の部隊の動態を把握し運用を高度化するシステムも必要である。

また、災害現場に近づけない大規模災害・特殊災害等において、リ

モートで操作できる災害対応ロボット等の高精度位置情報等と災害

現場のＧ空間情報を活用した高度な情報収集や捜索、消火活動等を

実現する応急対応システムを、実証プロジェクトを通じて平成３２

年（２０２０年）度末までを目途に開発し、順次導入していくこと

が必要である。 

 

○図表４－５ 世界最先端のＧ空間防災システムの構築 

 

29 http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban08_02000110.html 
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プロジェクト３ 「Ｇ空間シティ（仮称）」による成功モデルの実現 

 

（１）基本的な考え方 

 

我が国においては、平成３０年（２０１８年）頃の準天頂衛星シス

テム４機体制によるサービス開始のほか、屋内における高精度な測位

システムや高精度な地図の整備の進展等、測位環境やＧＩＳの利用環

境の向上が見込まれている。また、ＩＣＴ分野についても、センサー

の普及やスマートフォン等の測位デバイスの普及、ビッグデータの解

析技術の進展等、Ｇ空間情報の生成や利活用に係る環境が向上してい

る。 

 

これらの測位環境の向上とＩＣＴを組み合わせることによって、「Ｇ

空間×ＩＣＴ」の革新的なサービスやシステムを創出することが期待

できる。革新的なサービスやシステムの開発・普及は、我が国の新市

場の創出や既存市場の拡大等につながるため、我が国の経済再興等に

貢献できる。また、準天頂衛星システムの測位信号等は、日本だけで

なく、アジア・オセアニアでも受信可能であるため、準天頂衛星シス

テムを利用したサービスやシステムは、我が国だけでなく、アジア・

オセアニア地域で利用することも可能である。 

 

このような市場拡大や国際展開の好機を十分に活かすためには、早

期に、「Ｇ空間×ＩＣＴ」の先進的・先導的なモデルを構築し、国内外

に展開することが重要である。特に、先進的・先導的なモデルの構築

に当たっては、Ｇ空間オープンデータ・プラットフォームの構築の取

組とも連携しつつ、Ｇ空間情報の利活用に関する世界最先端を目指す

「Ｇ空間シティ（仮称）」において集中的に行い、成功モデルを実現す

ることが重要である。 

 

なお、「Ｇ空間シティ（仮称）」におけるモデルの構築に当たっては、

単独の市町村だけでなく、地域間のＧ空間活用能力の「底上げ」を図

るため、複数の市町村が連携して広域に取り組むことも有効である。 

 

（２）具体的な取組 

 

① 先進的・先導的な利活用モデルの実施 

 

「Ｇ空間シティ（仮称）」において構築する「Ｇ空間×ＩＣＴ」の

先進的・先導的なモデルは、今後の国内外での市場の拡大が見込ま

れるものとすることが適当である。具体的には、イ）準天頂衛星シ

ステム４機体制による高精度測位環境、ロ）屋内の測位環境や、ハ）

３次元地図等高精度な地図の利活用を前提としたモデルを中心とす

ることが適当である。 

   

  

37 
 



 
イ）準天頂衛星システムの利活用を想定するモデル構築 

 

 平成３０年（２０１８年）頃の準天頂衛星システムの４機体制

による２４時間の高精度な測位とメッセージ機能という、我が国

においてこれまでにないインフラの構築に向けた検討が進めら

れている。このような新たなインフラを利活用することによっ

て、革新的なサービスの創出や、これまで不可能であったことを

現実化することが期待される。 

 

例えば、人や自動車等の高精度な測位情報と、多種多様な交通

情報等をリアルタイムに分析、処理することによって、渋滞対策

や安全対策につながる高度な移動支援システムの実現が期待さ

れる。 

 

このため、高精度な測位等とビッグデータの処理技術等のＩＣ

Ｔを活用した、革新的なサービスの創出が見込まれるモデル等に

ついて、平成２７年（２０１５年）度末までを目途に、「Ｇ空間

シティ（仮称）」において構築することが重要である。 

 

ロ）屋内の測位環境を利活用するモデル構築 

 

測位衛星の測位信号が受信できない地下空間等の屋内空間に

おいては、現在、ＩＭＥＳ（Indoor MEssaging System）測位や、

ＷｉＦｉ測位、ＩＣタグを利用した測位、それらの媒体を共通に

識別する場所情報コード等、様々な方式による整備が行われてお

り、屋内空間における位置情報サービスの利用環境が向上しつつ

ある。 

 

地下空間等の屋内空間は、ビジネス上重要な空間であり、測位

環境が整うことによって、これまで不可能であった位置情報を利

用したサービスやシステムの創出が期待される。また、屋内空間

は、市場の拡大等の経済的な観点だけでなく、災害時のパニック

等による二次災害の防止の観点からも重要であり、例えば、個々

人の位置に応じたきめの細かい避難誘導システム等の実現も期

待される。 

 

このため、屋内空間における測位環境と、個々人の位置情報に

基づき自動的に適切な情報を配信する技術等のＩＣＴを活用し

た、革新的なサービスの創出が見込まれるモデルや、防災対策の

飛躍的な強化につながるモデルについて、平成２７年（２０１５

年）度末までを目途に、「Ｇ空間シティ（仮称）」において構築す

ることが重要である。 
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ハ）３次元地図等高精度な地図を利活用するモデル構築 

 

３次元地図等高精度な地図については、一部の事業者において

整備が進められているが、３次元測位技術の進歩等により、今後、

一層の整備が期待されている。 

 

例えば、３次元地図については、中山間地域における複雑な地

形での自律運転を可能とする高度な農林業システムや、道路段差

や坂道等の詳細把握による高齢者や障碍者の自律的移動システ

ム等のほか、高精度な豪雨・津波シミュレーションや災害時にお

ける消防隊員の誘導等の防災分野での利活用が期待されている。 

 

このため、３次元地図等高精度な地図と、多種多様なデータを

迅速に分析する技術等のＩＣＴを活用した、革新的なサービスの

創出が見込まれるモデルや、飛躍的な防災システムのモデルにつ

いて、平成２７年（２０１５年）度末までを目途に「Ｇ空間シテ

ィ（仮称）」において構築することが重要である。 

 

なお、屋内の３次元地図については、当該建物の所有者・管理

者の協力がない限り整備が進まないため、「Ｇ空間シティ（仮称）」

の地方公共団体においては、自らが所有・管理する公共施設の屋

内通路の図面の提供等、３次元地図の整備に関して積極的に協力

することが必要である。 

 

② 海外での実証プロジェクトの実施 

 

準天頂衛星システムについては、日本だけでなく、アジア・オセ

アニアでも測位信号の受信が可能であるため、我が国で開発した、

準天頂衛星システムの測位を用いたサービスやシステムを当該地域

に展開することが可能である。特に、太平洋上のアジア諸国は、我

が国と同様、津波や地震等の自然災害に対するニーズを共有してい

る。防災システムを海外に展開することは、当該地域への国際貢献

の観点だけでなく、日系企業のサプライチェーンの維持という観点

からも重要である。 

 

国際展開については、国内で実施した実証プロジェクトの成果を

得てから、その成果を展開することも重要であるが、海外で直接、

現地の事情に合わせたシステムを開発し、その後事業として継続す

るとともに、我が国にフィードバックすることも有効である。 

 

このため、海外のニーズ等を踏まえ、海外において、「Ｇ空間×Ｉ

ＣＴ」利活用モデルの構築を直接行うことも必要である。 
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○図表４－６ 「Ｇ空間シティ（仮称）」による成功モデルの実現 
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第５章 Ｇ空間関連市場の規模 

 

第５章においては、第４章で検討した具体的な取組を講じた場合に実現する

平成３２年（２０２０年）度のＧ空間関連市場の規模について試算する。 

 

平成２０年（２００８年）７月に公表された経済産業省主宰の地理空間情報

活用推進研究会の「地理空間情報サービス産業の将来ビジョンに関する報告書」

において、平成２５年（２０１３年）までの「５年間で市場規模は４兆円から

１０兆円への増大が見込まれる」とされている。 

 

本推進会議においては、平成２０年（２００８年）以降のスマートフォンの

爆発的な普及や電子地図の普及といった環境変化を踏まえ、現在及び今後のＧ

空間情報の利活用に関連する市場規模の試算を得た30。本試算においては、Ｇ空

間社会の広がりを踏まえ、平成２０年（２００８年）の試算の対象であったサ

ービス産業に限らず、幅広い産業を対象として試算を行っている。 

 

○図表５ Ｇ空間関連の市場規模 

 

 
 
 

本試算によると、Ｇ空間関連市場が、平成２４年（２０１２年）度において

は、１９．８兆円であるが、平成３２年（２０２０年）度には、３２．３兆円

に達すると試算される。 

 

また、Ｇ空間オープンデータ・プラットフォームの構築によるサービスの拡

充や、高精度な測位や地図等を利活用する先進的・先導的な「Ｇ空間×ＩＣＴ」

の成功モデルを平成２７年（２０１５年）度までに構築することにより創出さ

30 第 4回稲月構成員発表資料 
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れる、新産業、新サービスの国内外の普及により、市場規模は、最大６２．２

兆円に達するとされている。 

 

本市場規模の試算は、売上高をベースとしており、純粋な付加価値の増加を

意味するものではないものの、市場規模が現在の１９．８兆円から６２．２兆

円に拡大することは、Ｇ空間社会が日本経済に急速に浸透することを示すもの

であり、「Ｇ空間×ＩＣＴ」が我が国の基盤となり、「Ｇ空間×ＩＣＴ」が経済

活動や市民生活で不可欠な存在になっていることを示唆している。 
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第６章 「Ｇ空間×ＩＣＴ」社会の実現に向けた推進方策 

 

第６章においては、「Ｇ空間×ＩＣＴ」社会の実現を図るため、第４章で検討

した具体的な取組に係る推進方策を提言する。 

 

本報告書の提言の実施に当たっては、準天頂衛星システムの４機体制の構築

を念頭に置く必要がある。４機体制によるサービス開始が平成３０年（２０１

８年）頃と予定されているため、平成３０年度当初までには、技術開発・実証

やモデル構築が完了するとともに、その成果が一定程度社会実装されているよ

うにしなければならない。 

 

このため、現在から平成２７年度（２０１５年度）末までを集中開発期間、

平成２８年度（２０１６年度）及び平成２９年度（２０１７年度）を社会実装

期間と位置づけて、取り組むことが適当である。 

 

○図表６－１ 「Ｇ空間×ＩＣＴ」プロジェクトの推進ロードマップ 

 
 

 

具体的なスケジュールについては、プラットフォームやシステムが具備すべ

き機能や実証すべきモデル等を今後精査し、その上で、ロードマップを明示す

ることが必要である。現時点でのロードマップは上図のとおりであるが、より

精緻化されたロードマップにおいては、実証プロジェクトの実施スケジュール

だけでなく、実装に向けたスケジュールや役割分担についても可能な限り具体

化することが重要である。 

 

また、策定されたロードマップについては、その進捗状況を適確に把握し、

定期的に評価を行い、社会情勢や技術動向、Ｇ空間社会の浸透度等を踏まえ、

適時適切に見直していくことが必要である。 
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本報告書の提言は、技術的側面からの社会への実装を視点の中心に置いてい

るものが多いが、社会実装を進めるためには、法令等の規制・制度の見直しを

一体として進めていくことが必要である。このため、「Ｇ空間シティ（仮称）」

においては、規制・制度の見直しと連携した成功モデルを構築することが重要

である。また、関係府省と連携し、政策資源の投入を集中的に行い、全国への

普及が円滑に可能となる成功モデルを構築することが望ましい。 

 

 また、本報告書のプロジェクトの社会実装を進めるためには、Ｇ空間情報と

ＩＣＴを利活用できる人材を育成することが必要である。人材の育成について

は、特効薬がなく、不断の取組を行うことが重要であり、産学官が連携して、

継続的に人材を育成するよう努めなければならない。また、Ｇ空間情報につい

ては、その内容・属性、秘匿性・重要性、ニーズ等が千差万別であるため、Ｇ

空間情報を取り扱う人材についても多様性を確保することが重要である。 

 

Ｇ空間情報とＩＣＴは、いわば「横串」の役割を果たすものであり、適用さ

れる分野は非常に広大である。このため、総務省においては、本報告書の提言

を強力に推進するため、関係府省や産業界、学界、地方公共団体、市民等と緊

密に連携し進めることが重要である。また、本報告書において提言した様々な

取組を強力かつ着実に推進するためには、地理空間情報活用推進会議の場を活

用して関係府省と連携するとともに、ＩＴ総合戦略本部等の政府の司令塔機能

とも十分に連携することが重要である。 

 

最後に、本推進会議の検討結果として、ミッション（使命）、ビジョン（目標）、

アプローチ（取組）について、以下の通り、とりまとめる。今後の施策の遂行

に当たっては、以下のまとめを十分に認識して取り組むことが極めて重要であ

る。 
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○図表６－２ 「Ｇ空間×ＩＣＴ」の基本的視点 
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おわりに 

 

東日本大震災では、１５８８３人の死者、２６７１人の行方不明者、２６８

８人の被災関連死者の被害をもたらした31。「助かる命を確実に助ける」災害に

強い社会を実現することは、我が国が総力をあげて取り組むべき課題である。

また、我が国の名目ＧＤＰについても、平成９年（１９９７年）度の５２１兆

円をピークとして、平成２３年（２０１１年）度が４７０兆円となっている32な

ど、経済の再生も、喫緊の課題である。 

 

本推進会議においては、我が国が直面する課題解決を念頭に、あるべき社会

を実現するため、その重要な鍵を握る「Ｇ空間情報」と「ＩＣＴ」の利活用に

ついて、Ｇ空間に係わる産学官の英知を結集し検討した。 

 

短期間の検討ということもあり、本推進会議に掲げられた提言では網羅され

ていない内容があるが、まずは、本推進会議において取り組むべきとされた事

項に真摯に取り組むことが重要である。総務省においては、関係府省と連携し、

本推進会議に掲げられた提言の実現に向けて全力を尽くすべきである。 

 

「Ｇ空間×ＩＣＴ」は、我が国の課題を解決し、あるべき社会を実現する潜

在力を秘めている。一方、「Ｇ空間×ＩＣＴ」の潜在力をいかに引き出すかが、

我々、Ｇ空間に係わる産学官に与えられた課題である。 

 

我が国の産学官民が、本推進会議の提言に真摯に取り組めば、我が国が直面

する課題の解決に大きく貢献するとともに、我々の暮らしに新たな革新をもた

らすと確信する。 

 

 今後、本推進会議等も活用しつつ、「Ｇ空間×ＩＣＴ」の取組の効果的な実施

に向けた推進体制を整備し、着実な推進を図っていくことが必要である。 

 

 

 

 

31 死者及び行方不明者は、平成２５年５月１０日現在。（「平成２３年（２０１１年）東北地方太平洋沖地

震の被害状況と警察措置」（平成２５年６月１０日 警察庁）

http://www.npa.go.jp/archive/keibi/biki/higaijokyo.pdf 
被災関連死者数は、平成２５年３月３１日現在。（「東日本大震災における震災関連死の死者数（平成２５ 年
３月３１日現在調査結果）」（平成２５年５月１０日 復興庁、内閣府（防災）、消防庁、厚生労働省）

http://www.reconstruction.go.jp/topics/20130510_kanrenshi.pdf 
32 「国民経済計算」（内閣府）http://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je12/h10_data01.html 
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